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人口動態統計に基づく東日本大震災後の自殺死亡数岩手県・宮城県・

福島県の沿岸部と沿岸部以外の推移
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目的 人口動態統計に基づく東日本大震災後の自殺死亡数を観察し，岩手県，宮城県と福島県（以

下，3 県と記す）の沿岸部の市町村と沿岸部以外の市町村での大震災後の自殺の超過死亡につ

いて，検討した。

方法 基礎資料として，統計法第33条による人口動態統計の調査票情報から，2010年 1 月 1 日～

2013年 3 月31日の死亡情報を利用した。死亡の定義としては，死亡年月日，死亡者の住所地市

町村，性別，死亡時年齢，原死因コード（国際疾病分類第10回修正ICD-10）とした。それ

以外に，2009～2013年度の住民基本台帳人口と2010年の国勢調査人口を利用した。地域と期間

別に自殺による死亡数を集計した。死亡者の住所地市町村を用い，3 県の市町村およびそれ以

外に区分し，沿岸部と沿岸部以外に分類した。期間としては，死亡年月日を用いて，東日本大

震災の発生月（2011年 3 月）の 1 年前から 2 年後までの 3 年間とし，月に区分した。自殺は，

ICD-10の X60～X84と定義した。自殺 SMR は，地域と期間ごとに，3 県以外の全国の同年同

月の死亡率を標準死亡率として計算し，その有意性を近似的な検定方法で検定した。人口とし

ては，2009～2012年度の住民基本台帳人口から線型内挿法で算定した。ただし，住民基本台帳

人口では，公表資料の最終年齢階級が80歳以上のため，性別に80歳以上人口を2010年の国勢調

査人口で80～84歳と85歳以上に比例按分した。

結果 3 県の沿岸部と沿岸部以外における東日本大震災前後の自殺 SMR を算出した。震災後 2 年

間（2011年 3 月～2013年 2 月）を通して，自殺 SMR は沿岸部と沿岸部以外ともに増加傾向が

なかった。3 県において，震災前 1 年間に対する震災 0～1 年の自殺 SMR の比は0.92，震災 1
～2 年の自殺 SMR の比は0.93であり，いずれも有意に低かった。3 県の県別に沿岸部と沿岸

部以外ごとにみると，震災前 1 年間に対する震災 0～1 年と 1～2 年の自殺 SMR は0.73～1.07
であり，福島県沿岸部の震災 1～2 年で0.73，宮城県の沿岸部で震災後 1～2 年で0.83および全

体で0.90，3 県全体の沿岸部以外について，震災 1～2 年で0.80，沿岸部以外で0.90，全体で震

災 0～1 年，1～2 年それぞれ0.92，0.93と有意に低く，一方，有意に高いものはなかった。

結論 東日本大震災後の 3 県の自殺死亡について，震災から 2 年間には自殺死亡の増加がなかった

と示唆された。今後は，中長期的に観察を継続していくことが大切であると考える。
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 緒 言

東日本大震災では，死者・行方不明者が 2 万人近

くにもなり，多くの被災者が長期間不自由な生活を

強いられている1)。これまでも災害後のメンタルヘ

ルスについては，多く報告されている2～5)。

被災地における自殺対策を進めるうえでは，支援

者による持続的な関係づくりと緊急対応を踏まえた
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地域の医療資源等の把握が重要である。東日本大震

災の被災地は，発災以前から精神医療資源が不足し

ていた地域であり，被災後の支援によって一時的に

多数の医療支援が投入されたが，中長期的な体制を

考えた場合，地域全体の医療・保健・福祉の体制を

強化する必要がある地域といえる6)。

被災地域の自殺死亡については，災害発生直後よ

り，災害後時間経過した後にわたって過剰発生する

といわれている。大規模自然災害後の自殺について

は多くの報告がなされており，必ずしも自殺者が増

加するという報告ばかりではないが7)，震災被災者

における自殺リスク増加への懸念から被災者への自

殺予防活動の必要性が指摘されている8)。とくに，

阪神・淡路大震災では仮設住宅に入居した被災者の

孤独死や自殺を含む震災関連死が多数報告されたこ

とから，仮設住宅居住者へのケアは重要視されてい

る9)。

そこで，東日本大震災後の岩手県，宮城県と福島

県の 3 県の自殺死亡について，人口動態統計を用い

て東日本大震災後の自殺死亡数を観察し，分析し

た。その際，大震災後の自殺による超過死亡（地震

による受傷者を除く）の有無について，岩手県，宮

城県と福島県（以下，3 県と記す）の沿岸部の市町

村と沿岸部以外の市町村で検討した。東日本大震災

の人的・物的な被害は地震とともに，その津波によ

る影響が大きく，そのために，沿岸部の被害がより

大きいと報告されている10,11)ためである。

すなわち，東日本大震災後の自殺死亡について，

人口動態統計を用いて，震災後 2 年間の自殺死亡数

を分析し，今後の災害後の自殺予防の基礎資料とす

ることを目的とした。

 研 究 方 法

. 基礎資料

基礎資料として，統計法第33条による人口動態統

計の調査票情報の提供（厚生労働省発統0925第 4
号，平成26年 9 月25日）を受けた。調査票情報から，

2010年 1 月 1 日～2013年 3 月31日の死亡情報を利用

した。死亡の定義としては，死亡年月日，死亡者の

住所地市町村，性別，死亡時年齢と原死因コード

（国際疾病分類第10回修正ICD-10）とした。それ

以外に，2009～2013年度の住民基本台帳人口と2010
年の国勢調査人口を利用した。

. 集計方法

地域と期間別に自殺による死亡数を集計した。地

域としては，死亡者の住所地市町村を用いて，岩手

県，宮城県，福島県の市町村およびそれ以外に区分

した。市町村区分は2013年 3 月10日時点の区分を用

いた。また，3 県の市町村は沿岸部と沿岸部以外に

分類した。

期間としては，死亡年月日を用いて，東日本大震

災の発生月（2011年 3 月）の 1 年前から 2 年後まで

の 3 年間とし，月に区分した。その上で，震災前 1
年は2010年 3 月～2011年 2 月，震災 0～1 年は2011
年 3 月～2012年 2 月，震災 1～2 年は2012年 3 月～

2013年 2 月のいずれも 1 年間とした。

自殺は， ICD-10の X60～X84と定義した。な

お，死亡報告として，死亡年の翌年までの報告遅れ

分，および，外国人のものを含めた。

自殺 SMR は，地域と期間ごとに，3 県以外の全

国の同年同月の死亡率を標準死亡率として計算し，

その有意性を近似的な検定方法で検定した。両側検

定を行い，有意水準は 5とした。人口としては，

2009～2012年度の住民基本台帳人口から線型内挿法

で算定した。ただし，住民基本台帳人口では，公表

資料の最終年齢階級が80歳以上のため，性別に80歳
以上人口を2010年の国勢調査人口で80～84歳と85歳
以上に比例按分した10)。

. 倫理面への配慮

本研究では，連結不可能匿名化された既存の統計

資料のみを用いるため，個人情報保護に関係する問

題は生じない。

 研 究 結 果

図 1 に，岩手県，宮城県，福島県の沿岸部と沿岸

部以外における東日本大震災前後の自殺 SMR を示

す。震災後 2 年間（2011年 3 月～2013年 2月）を通

して，自殺 SMR は沿岸部と沿岸部以外ともに増加

傾向がなかった。

表 1 に，岩手県，宮城県，福島県の沿岸部と沿岸

部以外別，東日本大震災前後の自殺 SMR を示す。

3 県全体において，沿岸部では，震災 1～2 年で

震災前の 1 年の自殺 SMR の比は0.80と有意に低

く，沿岸部以外では，震災前 1 年間に対する震災 0
～1 年の自殺 SMR の比は0.90と有意に低かった。

全体では，震災前 1 年間に対する震災 0～1 年の自

殺 SMR の比は0.92，震災 1～2 年の自殺 SMR の比

は0.93であり，いずれも有意に低かった。

3 県の県別にみると，宮城県沿岸部では，震災 1
～2 年で震災前の 1 年の自殺 SMR の比は0.83で有

意に低かった。また，沿岸部以外では，震災 0～1
年で震災前の 1 年の自殺 SMR の比は0.86で有意に

低かった。

福島県では，沿岸部において，震災 1～2 年で震

災前の 1 年の自殺 SMR の比は0.73と有意に低かっ

た。
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図 岩手県，宮城県，福島県の沿岸部と沿岸部以外における東日本大震災前後の自殺 SMR
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一方で，岩手県沿岸部では，有意差はないもの

の，震災前 1 年を 1 とすると，震災後 0～1 年で

1.07，震災後 1～2 年で0.88であった。

3 県の県別に沿岸部と沿岸部以外ごとにみると，

震災前 1 年間に対する震災 0～1 年と 1～2 年の自殺

SMR は0.73～1.07であり，福島県沿岸部の震災 1～

2 年で0.73，宮城県の沿岸部で震災後 1～2 年で0.83
および全体で0.90，3 県全体の沿岸部以外につい

て，震災 1～2 年で080，沿岸部以外で0.90，全体で

震災 0～1 年，1～2 年それぞれ0.92，0.93と有意に

低く，一方，有意に高いものはなかった。

 考 察

人口動態統計を用いて，震災後の自殺死亡の状況

について，分析を行った。3 県において，震災前 1
年間に対する震災 0～ 1 年の自殺 SMR の比は

0.92，震災 1～2 年の自殺 SMR の比は0.93であり，

いずれも有意に低かった。

大震災後の自殺死亡については，すでに一部の検

討結果が報告されている12～14)。その報告による

と，増加傾向がなく，むしろ減少傾向の可能性が指

摘されている。大災害後の自殺死亡について，1995
年の阪神・淡路大震災で検討され，神戸市の自殺率

がとくに中高年の男で減少したと報告されてい

る15)。本研究の結果として，東日本大震災後の自殺

死亡は同様にやや減少傾向であり，とくに，3 県の

沿岸部と沿岸部以外ともに，震災後 2 年間でも増加

傾向がないことが示唆された。しかしながら，本研

究の結果では中高年の男性について解析は行ってい

ないことによる限界があり，性差については，今後

の検討課題である。

震災による疾患発生・死亡への影響を検討した疫

学研究を対象に系統的な文献レビューを行った研究

によると，自殺の影響は，震災後数年間は減少傾向

を示していた16)。この傾向は，孤立した人がより多

く被害にあった可能性や，災害後の支援によって自

殺リスクが回避されていることによるかもしれな

い。またあまりに多くの方々が亡くなった大規模災

害であったため，残された命を大切にしようという

風潮が影響しているかもしれない。また，要因の一

つとして，震災後の建設業等の求人増加や景気回復

といった経済的要因との関連が考えられる1)。ただ

し，震災後 1，2 年以上たつと増加に転じるものや

女性の自殺率は減少しないといった性差も指摘され

ている17～19)。精神障害と同様に長期的視点を持

ち，社会経済的・行政側面の地域復興を行いながら

の自殺対策が必要であるとされる16)。

東日本大震災は甚大な被害のため，震災以降，こ

ころのケアチーム等外部からの支援が入ったことか

ら，人的資源・財政面での資源がある程度充実して

いる状況が考えられた6)。ただし，被災地域である

3 県は全国的にみて高齢化の進んだ地域である。先

行研究から，被災後の高齢者の脆弱性は指摘されて

おり12)，今後も高齢者の心身両面のケアを地域全体

で進めていく必要があるといえよう20～23)。

被災地域を支援する生活支援相談員の調査では，

自殺予防の仕組みづくりの重要性の示唆を得た3)。

しかし，生活支援相談員は，仮設住宅が解消される

までの時限的な役割を持った支援者である。そのた

め，これまで蓄積された経験や知識が継続されるシ
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表 岩手県，宮城県，福島県の沿岸部と沿岸部以外別，東日本大震災後の自殺 SMR

地 域 期 間
自殺

死亡数
自殺の

期待死亡数
自殺
SMR

自殺 SMR
の比#1 P 値#2

岩手県

沿岸部

震災前 1 年 75 67.1 1.12 1.00
震災 0～1 年 77 64.7 1.19 1.07 0.379
震災 1～2 年 57 58.0 0.98 0.88 0.260

沿岸部以外

震災前 1 年 337 246.0 1.37 1.00
震災 0～1 年 295 243.6 1.21 0.88 0.066
震災 1～2 年 277 223.7 1.24 0.90 0.115

全体

震災前 1 年 412 313.2 1.32 1.00
震災 0～1 年 372 308.3 1.21 0.92 0.120
震災 1～2 年 334 281.7 1.19 0.90 0.085

宮城県

沿岸部

震災前 1 年 218 223.5 0.98 1.00
震災 0～1 年 202 219.7 0.92 0.94 0.289
震災 1～2 年 160 198.8 0.81 0.83 0.036

沿岸部以外

震災前 1 年 311 309.2 1.01 1.00
震災 0～1 年 268 309.0 0.87 0.86 0.041
震災 1～2 年 295 285.5 1.03 1.03 0.385

全体

震災前 1 年 529 532.7 0.99 1.00
震災 0～1 年 470 528.7 0.89 0.90 0.043
震災 1～2 年 455 484.2 0.94 0.95 0.203

福島県

沿岸部

震災前 1 年 138 123.6 1.12 1.00
震災 0～1 年 134 120.9 1.11 0.99 0.499
震災 1～2 年 89 109.2 0.81 0.73 0.012

沿岸部以外

震災前 1 年 378 348.2 1.09 1.00
震災 0～1 年 355 343.7 1.03 0.95 0.262
震災 1～2 年 342 313.3 1.09 1.01 0.485

全体

震災前 1 年 516 471.8 1.09 1.00
震災 0～1 年 489 464.6 1.05 0.96 0.282
震災 1～2 年 431 422.5 1.02 0.93 0.150

3 県全体

沿岸部

震災前 1 年 431 414.3 1.04 1.00
震災 0～1 年 413 405.4 1.02 0.98 0.394
震災 1～2 年 306 366.0 0.84 0.80 0.002

沿岸部以外

震災前 1 年 1,026 903.5 1.14 1.00
震災 0～1 年 918 896.3 1.02 0.90 0.012
震災 1～2 年 914 822.5 1.11 0.98 0.325

全体

震災前 1 年 1,457 1,317.7 1.11 1.00
震災 0～1 年 1,331 1,301.7 1.02 0.92 0.021
震災 1～2 年 1,220 1,188.4 1.03 0.93 0.029

#1震災前 1 年の自殺 SMR に対する比。

#2自殺 SMR の比の検定による P 値。
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ステムづくりが重要である9)。今後は，被災地の実

情をニーズ把握しながら，中長期的な支援が求めら

れている。

今回分析を行った人口動態統計は，住所地を用い

た分析が行われることになる。東日本大震災は津波

被害が特徴であり，住所地を元の市町村外にうつし

た者も多数ある9)。加えて，津波だけでなく，福島

県では原子力災害も加わり，住民の抱える問題が複

雑化している。そのことの影響も考慮する必要があ

ると考える。こうした問題を解決するために，警察
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庁統計の自殺死亡と人口動態統計の自殺死亡を比較

することも検討したい。

今後は，復興住宅への転居や環境の変化による孤

立化や被災後の復興とともに援助者の数および機会

が減少していくと，自殺リスクは高くなる可能性も

危惧され，さらに観察を継続していくことが大切で

あろう。

 結 論

東日本大震災後の岩手県，宮城県と福島県の 3 県

の自殺死亡について，人口動態統計を用いて分析し

た。3 県において，震災前 1 年間に対する震災 0～1
年の自殺 SMR の比は0.92，震災 1～2 年の自殺

SMR の比は0.93であり，いずれも有意に低かった。

3 県の県別に沿岸部と沿岸部以外ごとにみると，震

災前 1 年間に対する震災 0～1 年と 1～2 年の自殺

SMR は0.73～1.07であり，いくつかが有意に低

く，一方，有意に高いものはなかった。以上より，

3 県では震災から 2 年間には自殺死亡の増加がな

かったと示唆された。

本研究は，平成24～26年度厚生労働科学研究費補助金

（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究））による

「東日本大震災等の大災害と保健医療統計の分析・評価・

推計に関する研究」（課題番号H24統計一般006，研

究代表者橋本修二）の一環として実施しました。本研

究における開示すべき COI はない。

(
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The number of deaths by suicide after the Great East Japan Earthquake based on
demographic statistics in the coastal and non-coastal areas of Iwate, Miyagi, and

Fukushima prefectures

Naoko MASAKI, Shuji HASHIMOTO2, Miyuki KAWADO2, Toshiyuki OJIMA3,
Tadashi TAKESHIMA4, Miyuki MATSUBARA, Kazuko MITOKU5and Yukiko OGATA6

Key wordsthe great disaster, the demographic statistics, the number of deaths by suicide, SMR

Objective The number of deaths by suicide after the Great East Japan Earthquake was surveyed based on
demographic statistics. In particular, this study examined whether or not there were excessive deaths
due to suicide (excluding people who were injured in the earthquake) after the Great East Japan
Earthquake disaster. This examination surveyed municipalities in coastal and non-coastal areas of
Iwate, Miyagi, and Fukushima prefectures (referred to below as the `̀ three prefectures'').

Methods The demographic statistics questionnaire survey information supplied by Article 33 of the Statis-
tics Act (Ministry of Health, Labour and Welfare's published statistics Vol. 0925 No.4, September
25th, 2014) were used as the basic data with particular reference to the information on the deaths
from January 1st, 2010 to March 31st, 2013. The information obtained included the date of death,
the municipality where the address of the deceased was registered, the gender of the deceased, age at
the time of death, and cause of death codes (International Classiˆcation of Disease Codes 10th revi-
sion: ICD-10). Additionally, information was gathered about the population based on the resident
register from 2009 to 2013 and the 2010 National Census; the number of deaths by suicide was then
totalled by period and area. The areas were classiˆed as municipalities within three prefectures and
those located elsewhere using the municipality where the address of the deceased was registered.

Results The SMR for suicides did not show a tendency to increase for coastal or non-coastal areas
throughout the two-year period after the earthquake disaster (from March 2011 to February 2013).

The SMR for the three prefectures 01 years after the disaster compared with the year before the
disaster was 0.92 and for 12 years after the disaster was 0.93. Both these values were signiˆcantly
low. Looking at both the non-coastal and coastal areas from each of the three prefectures, the SMR
for suicides for 01 and 12 years after the disaster compared with the year before the disaster
ranged from 0.73 to 1.07. None were signiˆcantly high.

Conclusion The above results indicate that there was no increase in deaths by suicide in these three prefec-
tures in the two years following the earthquake disaster.
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